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2011年1月23日　

「特別支援教育のあり方に関する特別委員会」（特特委）の論点整理・中間報告に対するパブリックコメント提出意見一覧（計７項目）
· 意見：「インクルーシブ教育システム(包容する教育制度)の理念とそれに向かっていく方向性に賛成」は、「障害者権利条約が規定しているインクルーシブな教育制度を実現していくための改革を進める」とすべき。

理由：『論点整理』では、「インクルーシブ教育システム(包容する教育制度)の理念とそれに向かっていく方向性に賛成」とある。
障害者権利条約は理念を述べているのではなく、締約国に対する義務を規定している。障害者権利条約・第２４条は、「締約国は、この権利（教育についての権利）を差別なしにかつ機会の平等を基礎として実現するため、あらゆる段階におけるインクルーシブな教育制度…を確保すること」としている。障害者権利条約が目指すインクルーシブな社会にとって、インクルーシブな教育制度はその基本となるものである。私たちは、「共に生きる社会は、共に学ぶ教育から始まる」という視点から、今後の教育制度は構築されなければならないと考える。
· 意見：「同じ場で共に学ぶことを追求するとともに、個別の教育的ニーズのある児童生徒に対して、その時点で教育的ニーズに最も的確にこたえる指導を提供できる多様で柔軟な仕組みを整備すること」については、「共に学び育つことが原則」であることを明記すべきである。また、「教育的ニーズ」に限定することなく、「個別のニーズに応じた必要な支援と合理的配慮の確保」とすべき。

理由：インクルーシブな教育を求める意見が、『同じ場で共に学ぶことを追求する』というレベルのことを求めているかのように矮小化した理解は克服されるべきである。
「障害者制度改革の推進のための基本的な方向について(閣議決定)」にある通り、「障害のある子どもが障害のない子どもと共に教育を受ける」のがインクルーシブ教育である。『論点整理』は、『はじめに』で閣議決定を取り上げながら、また、「インクルーシブ教育システムに向かっていくことは賛成」としながら、実際の論点では、共に学ぶ学校・共に学ぶ教育の実現になっていないことを指摘する。
「共に学び、共に育つこと」が原則であることが明記されないまま、「多様な学びの場」を用意することは、かえって障害のある子とない子の分離を固定化し、ひいては分離の拡大につながる問題がある。
『論点整理』で述べられている提言と、障害者権利条約が唱えるインクルーシブ教育との間には、越え難い溝が横たわっていることを指摘する。
· 意見：障害のある子の学籍をその子の住む地域の小・中学校に一元化し、特別支援学校・特別支援学級は本人・保護者の希望によって措置されることを明文化すべき。
　推進会議等でも自治体での実例として紹介されていたが、東大阪市等の就学先決定の仕組みのように、障害のある無しにかかわらず、まずは市町村の教育委員会が小学校、中学校への就学通知を出した後、特別支援学校を希望する者は本人・保護者からの申し出により選択する仕組みにすべき。

理由：『論点整理』には、現行の就学決定の仕組みについて、「就学基準に該当する障害のある子どもは、特別支援学校に原則就学する仕組み」であると認める記述がある。こうした就学の仕組みに代表されるように、日本の教育制度が、障害のある子とない子を原則分離する制度であることは明らかである。
このような原則分離から、原則インクルーシブな教育制度に転換する第一歩が、就学先決定のあり方である。『本人・保護者の意見を最大限尊重』など、『論点整理』は表現に工夫をしているが、障害によって子どもを分け隔てする根本的な仕組みに変化はないという問題点がある。
· 意見：「本人・保護者と教育委員会、学校等が教育的ニーズと必要な支援について合意形成を行うことを原則」とあるが、「本人・保護者の同意を原則」とすべき。

理由：昨年12月17日にとりまとめられた推進会議・第二次意見では、「就学先の決定に際し、本人・保護者の意に反して決定がなされないことを原則とすること」とされている。
「本人・保護者の意に反して決定がなされない」ようにするためには、「本人・保護者の同意を原則」とすることでなければならない。
本人・保護者と、教育委員会や学校等の機関には、持っている情報や実際の権限が非対称な状況にある。そうした状況下での「合意」は、ともすれば、教育委員会や学校等が主導して「説得」する形になりがちであり、本人・保護者の本当の希望に基づいているかどうかが不明となりかねない。また、「合意形成を行うこと」という行為ではなく、「本人・保護者の同意」という事実が前提になっているかどうかが重要である。
· 意見：P11の「速やかに関係する法令改正等を行い、体制を整備していくべき」との文章を、P9の罫線囲みの中に入れ込むべきである。

理由：P12には、「学校、市町村教育委員会は、障害のある子どもを地域で受け入れるという意識を持って就学相談・就学先決定に臨む必要がある」と述べられているが、意識だけではなく、そうした意識を形成している現在の原則分離の教育制度が問われなければならない。「学校、市町村教育委員会は、障害のある子どもを地域で受け入れる」ような教育制度に変えることが肝心であり、そのことによって意識を変えることにもつながる。
『論点整理』の中で「インクルーシブ教育システム構築に向けての今後の進め方については、短期と中長期に整理し段階的に実施」と記されている。障害のある子とない子を入り口で分けている学校教育法施行令第５条や22条・３項等の関係条文は、最も早急に改正されなければならない課題である。
· 意見：「共に学び共に育つこと」の原則の下で、個別のニード（教育的ニードだけではない）に応じた必要な支援、並びに本人や保護者の請求に基づいて合理的配慮を得られるようにすること。

理由：『論点整理』では、『子ども一人一人の教育的ニーズ』・『一人一人の教育的ニーズに応じた支援』などが見られる。しかし、「教育的ニーズ」とすると「教育的効果があるかどうか」を基準として、他者による判断になってしまう恐れがある。また、通学時の支援等の課題も考えると、「教育的ニーズ」と限定した形の書き方は改める必要がある。
また、これまで、「個別のニーズに応じた必要な支援」が、ともすれば障害のある子とない子を分けることの理由にされてきた。そうした反省をふまえて、「共に学び共に育つこと」の原則の下での必要な支援が展開されることが分かるようにする必要がある。
本人や保護者の請求に基づいて幅広い合理的配慮が得られるような仕組みが必
要である。
· 意見：障害者権利条約、並びに推進会議の意見書の正確な理解に立った論点、並びに委員の再編成の上、推進会議と連携したインクルーシブ教育制度の検討を行うこと。

理由：障害者権利条約は国と国との約束であり、インクルーシブな教育制度の確保を求めている。決して理念レベルだけの話ではない。ところが、論点整理では、「インクルーシブな教育のシステムの理念」とされており、条約の正確な理解がなされているとは言い難い。また、合理的配慮の誤解（障害のある子どもが周囲の子どもに負担をかけないようにすることが合理的配慮であるかのよう誤解）に基づく議論も、委員会で展開され、そのような論点に基づく巧妙な記述が『論点整理』に盛り込まれている。
障害者権利条約、推進会議の意見書の正確な理解に基づいて論点整理を再構成する必要があり、そのためにふさわしい委員構成の下、インクルーシブ教育制度の検討を行う必要がある。
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